
兵庫県心身障害者扶養共済制度条例施行規則  

昭和４５年３月３１日規則第１７号  

 兵庫県心身障害者扶養共済制度条例施行規則をここに公布する。  

   兵庫県心身障害者扶養共済制度条例施行規則  

（趣旨）  

第１条 この規則は、兵庫県心身障害者扶養共済制度条例（昭和４５年兵庫県条例第１８

号。以下「条例」という。）の施行に関して必要な事項を定めるものとする。  

（用語の意義）  

第２条 この規則において、「共済制度」、「心身障害者」、「加入者」、「身体に障害がある状

態」、「口数追加」、「口数追加加入者」、「年金」、「年金管理者」又は「年金受給権者」とは、

それぞれ条例第１条、第２条第１項、第３項若しくは第４項、第６条第１項、第８条第３

項、第９条第１項又は第１０条に規定する共済制度、心身障害者、加入者、身体に障害が

ある状態、口数追加、口数追加加入者、年金、年金管理者又は年金受給権者をいう。  

一部改正〔昭和５４年規則１０８号・５６年５号・平成７年９７号〕  

（加入等の申込み）  

第３条 条例第５条第１項の規定による加入の申込みは、兵庫県心身障害者扶養共済制度

加入等申込書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、これを知事に提出して行わな

ければならない。ただし、その者が条例第４条第１項ただし書の規定に該当する場合にあ

っては、第１号及び第２号に掲げる書類を添えることを要しない。  

（１） 障害証明書  

（２） 加入等申込者（被保険者）告知書  

（３） 加入の申込者及びその扶養する心身障害者の住民票の写し  

（４） 条例第２条第１項第３号に掲げる場合にあっては、医師の診断書  

２ 条例第５条の２第１項の規定による口数追加の申込みは、兵庫県心身障害者扶養共済

制度加入等申込書に加入等申込者（被保険者）告知書を添えて、これを知事に提出して行

わなければならない。  

３ 知事は、第１項の加入の申込み又は前項の特約条項若しくは口数追加条項の付加の申

込みがあった場合において、加入又は口数追加を承認したときは、兵庫県心身障害者扶養

共済制度加入証書（様式第４号。以下「加入証書」という。）又は兵庫県心身障害者扶養共

済制度口数追加証書（様式第４号の２。以下「口数追加証書」という。）を、加入又は口数

追加を承認しないときは加入等不承認通知書（様式第５号）を当該加入又は口数追加の申

込みをした者に交付するものとする。  

一部改正〔昭和４６年規則１５号・５４年１０８号・平成７年９７号・２２年２４号〕  

（掛金の納付方法）  

第４条 条例第６条第１項の掛金及び同条第２項の掛金は、納入通知書により、毎月２８

日までに、当該月分を納付しなければならない。  
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一部改正〔昭和５３年規則４６号・５４年１０８号・６１年２２号・平成７年９７号・２

２年２４号〕  

（掛金の免除）  

第５条 条例第７条の知事が掛金を納付することが困難であると認めるときは、次の各号

に掲げるとおりとし、その場合に免除する掛金の額は、当該各号に掲げるとおりとする。  

（１） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている世帯に属する

とき。掛金の全額  

（２） 県民税を課せられている者がいない世帯に属するとき。掛金の１０分の７に相当

する額  

（３） 県民税の所得割を課せられている者がいない世帯に属するとき。掛金の１０分の

３に相当する額  

（４） 災害、疾病、失業その他特別の事情があり、加入者の属する世帯の生計の維持が

困難となり、知事が掛金の全部又は一部を免除することが適当と認めたとき。前３号に準

じて知事が定める額  

２ 前項の規定による掛金の免除を受けようとする者は、掛金免除申請書（様式第７号）

を知事に提出しなければならない。この場合において、同項第４号に掲げる場合にあって

は、その事由を証する書類を添えなければならない。  

一部改正〔昭和５４年規則１０８号・平成２２年２４号〕  

（掛金の徴収の猶予）  

第６条 条例第７条の規定による掛金の徴収の猶予を受けようとする者は、掛金徴収猶予

申請書（様式第８号）に、徴収の猶予を受けようとする事由を証する書類を添えて、これ

を知事に提出しなければならない。  

（年金の支給の申請）  

第７条 年金の支給を受けようとする者は、年金支給申請書（様式第９号）に、次に掲げ

る書類を添えて、これを知事に提出しなければならない。  

（１） 加入者の死亡による場合にあっては当該加入者の死亡診断書若しくは死体検案書

又はこれに代わるべき書類（当該加入者が加入又は口数追加の承認を受けた日から２年以

内に死亡した場合は、死亡証明書（死体検案書））、加入者の身体に障害がある状態による

場合にあっては身体障害診断書  

（２） 加入者の死亡による場合にあっては当該加入者の消除された住民票の写し、加入

者の身体に障害がある状態による場合にあっては当該加入者の住民票の写し  

（３） 心身障害者及び年金管理者の住民票の写し  

（４） 加入証書又は口数追加証書  

（５） その他知事が必要と認める書類  

２ 知事は、前項の申請があった場合において、年金を支給することを決定したときは、

兵庫県心身障害者扶養共済制度年金証書（様式第１２号。以下「年金証書」という。）を、
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年金を支給しないことを決定したときは年金不支給決定通知書（様式第１２号の２）を当

該申請をした者に交付するものとする。  

一部改正〔昭和５４年規則１０８号・５６年５号・平成６年４４号・７年９７号・２２年

２４号〕  

（年金の支給の停止等）  

第７条の２ 知事は、条例第１１条の規定により年金の支給を停止するときは、年金支給

停止決定通知書（様式第１２号の３）を年金受給権者又は年金管理者に交付するものとす

る。  

２ 知事は、年金の支給を停止する事由が消滅したときは、年金支給停止解除決定通知書

（様式第１２号の４）を年金受給権者又は年金管理者に交付するものとする。  

追加〔昭和５４年規則１０８号〕  

（弔慰金の支給の申請）  

第８条 条例第１４条第１項又は第２項の規定による弔慰金の支給を受けようとする者は、

弔慰金支給申請書（様式第１３号）に、次に掲げる書類を添えて、これを知事に提出しな

ければならない。  

（１） 加入証書又は口数追加証書  

（２） 加入者の住民票の写し又は消除された住民票の写し  

（３） 心身障害者の消除された住民票の写し  

２ 知事は、前項の申請があった場合において、弔慰金を支給することを決定したときは

弔慰金支給決定通知書（様式第１４号）を、弔慰金を支給しないことを決定したときは弔

慰金不支給決定通知書（様式第１４号の２）を当該申請をした者に交付するものとする。  

一部改正〔昭和５４年規則１０８号・平成６年４４号・７年９７号・２２年２４号〕  

（脱退等一時金の支給の申請）  

第８条の２ 条例第１４条の２第１項から第４項までの規定による脱退等一時金の支給を

受けようとする者は、脱退等一時金支給申請書（様式第１４号の３）に、次に掲げる書類

を添えて、これを知事に提出しなければならない。  

（１） 加入者の住民票の写し  

（２） 心身障害者の住民票の写し  

２ 知事は、前項の申請があった場合において、脱退等一時金を支給することを決定した

ときは脱退等一時金支給決定通知書（様式第１４号の４）を、脱退等一時金を支給しない

ことを決定したときは脱退等一時金不支給決定通知書（様式第１４号の５）を当該申請を

した者に交付するものとする。  

追加〔平成７年規則９７号〕、一部改正〔平成２２年規則２４号〕  

（脱退等の申出）  

第９条 条例第１６条第１項第４号に規定する脱退の申出又は同条第２項第１号に規定す

る口数の減少の申出は、加入者等脱退（口数減少）申出書（様式第１５号）に、加入証書
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又は口数追加証書を添えて、これを知事に提出しなければならない。  

全部改正〔昭和５４年規則１０８号〕、一部改正〔平成７年規則９７号〕  

（届出）  

第１０条 条例第９条第６項及び第１７条の規定による届出は、それぞれ次の各号に掲げ

る区分に従い、当該各号に掲げる書類によって行わなければならない。  

（１） 条例第９条第６項の規定による届出 年金管理者を指定したときは年金管理者指

定届書（様式第１６号）、年金管理者を変更したときは年金管理者変更届書（様式第１７号）、

年金管理者を廃止したときは年金管理者廃止届書（様式第１８号）  

（２） 条例第１７条第１項第１号、同条第２項又は同条第３項第１号の規定による届出 

加入者・心身障害者・年金管理者・年金受給権者・氏名・住所変更届書（様式第１９号）  

（３） 条例第１７条第１項第２号又は同条第３項第２号の規定による届出 心身障害

者・年金受給権者死亡届書（様式第２０号）  

（４） 条例第１７条第３項第３号の規定による届出 年金支給停止事由発生・消滅届書

（様式第２１号）  

（５） 条例第１７条第４項の規定による届出 年金受給権者現況届書（様式第２２号）  

２ 前項の規定により書類を提出する場合において、同項第２号の届出（氏名の変更に係

るものに限る。）にあっては加入証書若しくは口数追加証書又は年金証書（以下「加入証書

又は年金証書」という。）及び戸籍の抄本（県の区域内に住所を有する年金受給権者に係る

ものを除く。）を、心身障害者の死亡に係る同項第３号の届出にあっては加入証書又は口数

追加証書を、年金受給権者の死亡に係る同号の届出にあっては年金証書及び当該年金受給

権者の消除された住民票の写し（県の区域内に住所を有する年金受給権者に係るものを除

く。）を、同項第４号の届出にあっては当該事由を明らかにすることができる書類を、同項

第５号の届出にあっては当該年金受給権者の住民票の写し（県の区域内に住所を有する年

金受給権者に係るものを除く。）を添えなければならない。  

３ 第１項第５号に掲げる書類は、毎年５月３１日までに提出しなければならない。  

一部改正〔昭和５３年規則４６号・５４年１０８号・平成６年４４号・７年９７号・２０

年２６号・２２年２４号〕  

（加入証書又は年金証書の書換え交付）  

第１１条 知事は、前条第１項第２号の届出を受理した場合において、その届出が氏名の

変更に係るものであるときは、加入証書又は年金証書を書き換えて、これを当該届出をし

た者に交付するものとする。  

（加入証書又は年金証書の再交付）  

第１２条 加入者又は年金受給権者若しくは年金管理者は、加入証書又は年金証書を破り、

又は汚したときは、加入証書・口数追加証書・年金証書再交付申請書（様式第２３号）に

より加入証書又は年金証書の再交付を知事に申請することができる。  

２ 加入者又は年金受給権者若しくは年金管理者は、加入証書又は年金証書を失ったとき
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は、直ちに、加入証書・口数追加証書・年金証書亡失届書（様式第２４号）によりその旨

を知事に届け出なければならない。  

３ 知事は、前２項の規定による申請又は届出があった場合には、新たに加入証書又は年

金証書を作成し、これを当該申請又は届出をした者に交付するものとする。  

４ 加入者又は年金受給権者若しくは年金管理者は、前項の規定による加入証書又は年金

証書の交付を受けた後に、失った加入証書又は年金証書を発見したときは、速やかに、こ

れを知事に返納しなければならない。  

一部改正〔昭和５３年規則４６号・５４年１０８号・平成７年９７号・２２年２４号〕  

附 則  

（施行期日）  

１ この規則は、昭和４５年４月１日から施行する。  

（提出書類の特例）  

２ 第３条第１項ただし書の規定は、条例附則第３項に規定する者が第３条第１項の規定

により加入申込書を提出する場合について準用する。  

３ 条例附則第５項に規定する者にあっては、第３条第１項第２号に掲げる書類を添える

ことを要しない。  

一部改正〔平成２２年規則２４号〕  

附 則（昭和４６年３月３１日規則第１５号）  

この規則は、昭和４６年４月１日から施行する。  

附 則（昭和４９年６月１１日規則第６６号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附 則（昭和５３年４月１４日規則第４６号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附 則（昭和５４年１０月３０日規則第１０８号）  

この規則は、昭和５４年１１月１日から施行する。  

附 則（昭和５５年４月１日規則第１５号抄）  

（施行期日）  

１ この規則は、公布の日から施行する。  

附 則（昭和５６年３月１１日規則第５号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附 則（昭和５８年２月１日規則第７号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附 則（昭和６１年３月２７日規則第２２号）  

この規則は、昭和６１年４月１日から施行する。  

附 則（平成６年６月１５日規則第４４号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

5



附 則（平成７年１２月２８日規則第９７号）  

この規則は、平成８年１月１日から施行する。  

附 則（平成１１年３月３１日規則第４８号）  

この規則は、平成１１年４月１日から施行する。  

附 則（平成１２年３月３１日規則第７５号抄）  

（施行期日）  

１ この規則は、平成１２年４月１日から施行する。  

附 則（平成２０年３月３１日規則第２６号）  

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。  

附 則（平成２１年３月３１日規則第１６号）  

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。  

附 則（平成２２年３月３１日規則第２４号）  

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。  

附 則（平成２７年１２月２８日規則第５２号）  

この規則は、平成２８年１月１日から施行する。（後略） 

様式 （略） 
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